
保健医療福祉分野の関係団体の活動概要一覧
団体名 チーム名 主な派遣者（保有資格別） 主な活動内容 主な支援物資 活動根拠となる法令・通知等 活動要領 派遣要件 派遣可能な登録人員／活動チーム数 厚生労働省所管部局名

No 保健 医療 福祉 その他 24時間
以内

48時間
以内

72時間
以内

１週間
以内

１ヶ月
以内

その他 備考 病院
診療所

社会福
祉施設

避難所 自宅 自治体
本部等

その他 あり なし あり なし 行政からの要請必要自団体で派遣判断可能その他 人数 チーム数 名簿管理等なし

DHEAT事務局
(一般財団法人　日本公衆衛生協会)

DHEAT（災害時健康危機管理
支援チーム)

医師、歯科医師、薬剤師、獣医師、保健師、臨床
検査技師、管理栄養士、精神保健福祉士、環境
衛生監視員、食品衛生監視員、その他の専門職
及び業務調整員

被災都道府県以外の都道府県等の職員が被災
都道府県に派遣され、保健医療福祉調整本部及
び保健所の指揮調整機能等を支援する。

活動要領では、活動時期を特に
記載はしていないが、過去事例
からおおよそ活動開始要請は発
災３日目頃からなされ、1回の派
遣要請で約１カ月間の活動要請
がされることが多い。

被災都道府県保
健医療福祉調整
本部、保健所に設
置される保健医療
福祉調整地域本
部

無し

災害時健康危機管理
支援チーム活動要領の
改正(DHEAT先遣隊派
遣事業の実施）につい
て
https://www.mhlw.go.jp
/content/10900000/00
1354302.pdf
△、○、□

「災害時健康危機管理
支援チーム活動要領」
https://www.mhlw.go.jp
/content/10900000/00
1354302.pdf

健康・生活衛生局
地域保健室

1 日本医師会 日本医師会災害医療チーム”
JMAT”

医師、看護師・准看護師、薬剤師、臨床検査技
師、事務職員等

避難所・救護所等のにおける医療・健康管理、疾
病・感染症予防、医療機関支援、在宅・介護・福
祉施設における活動（、検死検案）

救護所 災害対策基本法におけ
る指定公共機関
△、○、□

防災業務計画及び同別
紙「JMAT要綱」

被災都道府県医師会
からの要請

2 日本歯科医師会 JDAT（日本災害歯科支援
チーム）

歯科医師、歯科衛生士、歯科技工士、歯科医師
会事務職員

応急歯科治療や口腔衛生の確保・口腔機能の維
持の支援。口腔ケアに係る相談・指導、義歯の紛
失に伴う義歯の製作や、義歯の破損等に伴う修
理

必要に応じて2ヶ月以降 歯ブラシ（大人用、こども用）、歯間ブラシ、デンタルフロス、
歯磨き剤（大人用、こども用）、義歯洗浄剤、義歯安定剤、義
歯ケース、ウェットティッシュ

△、○、□ JDAT活動要領
（https://www.jda.or.jp/
dentist/disaster/pdf/J
DAT_v02.pdf）

1,000～
5,000未
満

100～1,000未満 医政局

3 日本薬剤師会 薬剤師チーム 薬剤師 避難所等における医薬品供給、服薬支援、環境・
衛生管理等の支援を中心とする。

災害の規模・フェーズに応じて、
行政要請に基づき対応

医薬品集積所等 医薬品、衛生材料、調剤関連資材（災害状況により異なる） 災害救助法、各都道府
県薬剤師会・都道府県
間で締結された災害時
協定等
△、○、□

日本薬剤師会業務継
続計画【災害対策編】
等

医薬局

4 日本看護協会 災害支援ナース 保健師、助産師、看護師、准看護師 医療機関や避難所等への看護支援活動 発災後3日目以降から1か月程
度

宿泊療養施設 医療法、令和7年12月
23日付医政地発1223
第1号、医政看発1223
第1号厚生労働省医政
局地域医療計画課長、
厚生労働省医政局看
護課長通知
△、○、□

災害支援ナース活動要
領
https://www.mhlw.go.jp
/content/001620540.pd
f

5,000以
上

医政局

5 全日本病院協会 AMAT（全日本病院医療支援
班）

医師、看護師、薬剤師、救急救命士、PT、OT、
ST、介護士、調理師等の医療機関に勤務する多
職種。

病院支援、病院間搬送、避難所支援、会員病院
傘下の介護施設等支援

△、○ 「AMAT活動要領」「公
益社団法人 全日本病
院協会 災害時医療支
援活動規則」

会員病院からの支援要
請

1,000～
5,000未
満5,000
未満

1,000～5,000未満 医政局

6 日本精神科病院協会　DPAT事務局 災害派遣精神医療チーム
（DPAT）

医師、看護師、業務調整員 被災地域の精神保健医療ニーズの把握、他の保
健医療福祉体制との連携、各種関係機関等との
マネージメント、専門性の高い精神科医療の提供
と精神保健活動の支援

救護所 平成26年１月７日付け
障精発0107第１号厚生
労働省社会・援護局障
害保健福祉部精神・障
害保健課長通知
△、○、□

災害派遣精神医療チー
ム（ＤＰＡＴ）活動要領

1,000～
5,000未
満

100～1,000未満 医政局

7 日本透析医会 透析患者の受け入れ調整と治療継続の支援 状況に応じて ○ https://www.saigai-
touseki.net

健康・生活衛生局

8 日本災害リハビリテーション支援協会 日本災害リハビリテーション支
援チーム（JRAT）

医師、理学療法士、作業療法士、言語聴覚士、
義肢装具士等

要配慮者に対する生活不活発病の予防及び生
活機能の維持、医師の指示の下に評価を行った
うえでのリハビリテーションの提供

発災初期から地域移行まで、被
災自治体との話し合いによる。

本部（リエゾン・ロ
ジ）や自宅（訪問な
ど）

「災害時福祉用具調達支援マニュアル」により、福祉用具の
選定や調達方法を支援。必要な場合は義肢装具の対応も
行う。

災害救助法施行令
△、○、□

1,000～
5,000未
満

老健局、医政局

9 日本栄養士会 日本栄養士会災害支援チー
ム（JDA-DAT）

管理栄養士・栄養士 栄養・食生活支援活動（被災地への特殊栄養食
品ステーションの設定、要配慮者へのニーズに応
じた食品等の提供等）

被災自治体の指示による 被災地栄養士会
事務局等

特殊栄養食品(母乳代替食品、離乳食、食物アレルギー対
応食、濃厚流動食、経管栄養剤、介護食、とろみ剤、低タン
パク質食など）

災害救助法施行令
△、○、□

災害時の栄養・食生活
支援ガイド

5,000以
上

健康・生活衛生局

10 日本赤十字社 救護班、日赤災害医療コー
ディネートチーム、こころのケ
ア班

医師、看護師、薬剤師、助産師、事務職等 医療救護、こころのケア、救援物資の備蓄及び配
分、血液製剤の供給、義援金の受付及び配分等

被災行政及び自治体との調整
に基づき決定すること。

毛布、緊急セット、安眠セット、タオルケット https://www.jrc.or.jp/a
bout/teikan/
△、○、□

救護班要員マニュア
ル、救護規則、各活動
要綱

5,000以
上

100～1,000未満 社会・援護局

11 DMAT事務局 災害派遣医療チーム（DMAT） 医師、看護師、業務調整員（事務員、薬剤師・診
療放射線技師・臨床検査技師・救命士含む）

都道府県庁等における本部支援、被災施設の組
織体制の再構築と、物資・診療・搬送等の支援に
より、包括的な危機管理対応を行う。

電源・水等ライフライン必要物資、食料、冷暖房、洗濯（リネ
ン）、医薬品、酸素、医療資器材等

医療法
△、○、□

日本DMAT活動要領 5,000以
上

1,000～5,000未満 医政局

12 日本社会福祉士会 社会福祉士 相談援助を通じた被災者の生活再建支援 行政、地域包括支
援センター、社会
福祉協議会等

社会福祉士及び介護福
祉士法

https://www.jacsw.or.jp
/citizens/saigaitaisaku/
documents/guideline_2
5.pdf

社会・援護局

14 全国災害ボランティア支援団体ネットワーク
（JVOAD）

被災者支援コーディネーター 被災者支援全般 発災直後から復興までのコー
ディネーションをサポート

都道府県域の災
害中間支援組織、
政府現地対策本
部など

指定公共機関
□

災害対応手順書、防災
業務計画

災害中間支援組織から
の要請

社会・援護局

16 日本精神保健福祉士協会 精神保健福祉士（社会福祉士、相談支援専門員
等資格保持者有）

災害対策本部の設置と初動対応（情報収集・共
有、募金活動等）、現地支援活動（派遣と支援業
務）、支援者支援・連絡調整、継続支援体制と復
興支援等

中長期 社会福祉協議会
（ボランティアセン
ター）

精神保健福祉士法、公
益法人認定法

https://www.jamhsw.or.
jp/ugoki/hokokusyo/sai
gai-guideline2-1.html

社会・援護局障害保健福祉
部

17 全国老人福祉施設協議会  災害派遣福祉チーム
全国老施協DWAT（施設間応援派遣）

介護職員、看護職員、生活相談員、栄養士、調
理員、ケアマネジャー、施設長等

被災地域の高齢者福祉施設において、福祉ニー
ズの把握・支援等を行うとともに介護業務、相談
援助業務等全般について活動する。

活動期間：発災3日後から10日
程度、厚生労働省応援派遣事
業開始までを想定。原則1チー
ム5日間

食料品　パン、おにぎり、カップ麺、レトルト食品、介護食品、
米、水、清涼飲料水など
食料品以外　紙おむつ、ディスポ手袋、マスク、消毒液、
ウェットティッシュ、トイレットペーパー、タオル、簡易トイレな
ど必要な物資

公益社団法人及び公益
財団法人の認定等に関
する法律

https://mitte-x-
img.istsw.jp/roushikyo/
file/%E7%81%BD%E5%AE
%B3%E6%83%85%E5%A0%
B1/2.DWAT%E8%A8%A
D%E7%BD%AE%E8%A6%8

1,000～
5,000未
満

老健局

18 全国老人保健施設協会／全老健災害相互支援プ
ロジェクト（ＤＭＳＰ）

全国老人保健施設協会ＤＭＳ
Ｐ

医師、看護師、介護士、ケアマネジャー、相談
員、リハビリ職、事務員他

介護老人保健施設における対人援助等（食事介
助、排泄介助（オムツ交換）、入浴介助、配膳準
備、トイレ介助、医療処置、リハビリテーション等
施設サービス全般）

全老健にて登録者をマッチング
後、現地派遣を想定。原則5日
間

基本的には介護
老人保健施設

水、食品、ディスポ食器、ディスポ手袋、オムツ他被災支部
の要請とマッチングした支援物資を提供

全老健災害相互支援プ
ロジェクト運営手順

全老健災害相互支援プ
ロジェクト運営手順

老健局

19 全国小規模多機能型居宅介護事業者連絡会 介護福祉士、介護支援専門員等 小規模多機能型居宅介護及び看護小規模多機
能型居宅介護の支援

発災時より随時、現地と連絡を密にし、必要なものの支援を
行う

介護保険法第8条14及
び老人福祉法第五条の
二

https://www.shoukibo.n
et/

老健局

20 日本在宅介護協会 介護福祉士、介護職員、介護支援専門員等 訪問入浴車両と機材および人員を派遣し、
入浴困難な高齢者・障がい者への入浴介助活動

老健局

23 日本臨床衛生検査技師会／日本臨床衛生検査技
師会

日本臨床衛生検査技師会災
害支援チーム

臨床検査技師 臨床検査技師の現地派遣、臨床検査関連の機
器・試薬の提供や貸与、下肢の血栓（いわゆるエ
コノミークラス症候群）の検査、感染症が疑われ
る方への検体採取およびその場で結果が分かる
簡易検査の実施、弾性ストッキングの着脱指導、
その他検査に関する相談対応

活動期間は発災後約２か月と
し、活動開始は発災後おおむね
１日。先遣隊（リエゾン）は発災
後おおむね５日を目安に派遣
し、支援活動はリエゾン到着後
に開始する。

日本臨床検査薬協会や当会が加盟団体である日本臨床検
査振興協議会 大規模災害対策委員会の枠組みに基づき、
公的調整の下、リエゾン（日本臨床衛生検査技師会）を通じ
た支援要請に応じて提供される臨床検査薬等

一般社団法人 日本臨
床衛生検査技師会　災
害対策支援規程
一般社団法人 日本臨
床衛生検査技師会　災
害・感染拡大時等支援
対策マニュアル

派遣は、公的な調整の
下で実施することを原
則とし、国、地方自治
体、または災害時保健
医療福祉活動調整本
部等の公的調整機関
からの要請に基づき対
応する。
医療機関、民間団体、
個人等からの要請につ
いても、これら調整機関
を介した依頼であれば
対応可能としています。

1,000～
5,000未
満

派遣は、その都度の要
請内容および被災状況
に応じて、必要とされる
技能を有する人員を編
成・調整して対応してい
るため、あらかじめ定め
た登録人員数や固定的
な活動チーム数は設定
していません。

医政局

24 日本助産師会 助産師 女性支援　　母乳育児支援　　育児支援 能登地震では３か月実施した経
験があります

２次避難所　母子
避難所

100～
1,000未
満

100未満 医政局

25 全国社会福祉協議会 DWAT １ヶ月以上 都道府県庁、都道
府県社会福祉協
議会

災害時の福祉支援体
制の整備について
△、○、□

100未満 社会・援護局

26 日本公衆衛生協会 保健師等チーム 保健師、公衆衛生医師、管理栄養士、その他の
専門職、業務調整員

被災者の健康の維持等に係る活動として、主に
被災者の健康管理、避難所等の衛生対策等

派遣要領では、活動時期を特に
記載はしていないが、直近の事
例からおおよその活動開始は発
災２日～５日。

災害時の保健師等広
域応援派遣調整要領
（https://www.mhlw.go.j
p/content/10900000/0
01565850.pdf）、○、□

健康・生活衛生局

27 国立病院機構（NHO） 初動医療班、医療班 医師、看護師、事務職員（、薬剤師） 被災地域での医療救護活動 災害対策基本法におけ
る指定公共機関

https://nho.hosp.go.jp/
files/000250888.pdf

100～
1,000未
満

100～1,000未満 医政局

28 地域医療機能推進機構（JCHO） 医療班 医師、看護師、薬剤師（、事務） 災害発生早期における医療活動、被災地域にお
ける中長期的な医療活動

災害対策基本法 https://www.jcho.go.jp/
disclosure-
procurement/disclosur
e/kitei/

100～
1,000未
満

100未満 医政局

※本一覧は災害時における保健医療福祉分野の関係団体連絡会議に参加等の49団体を対象にアンケートを実施し、回答内容の共有が可能と回答があった団体の回答を記載している。 ※一部の活動チーム等
に共通する活動根拠と
なる法令・通知等とし
て、防災基本計画
（□）、厚生労働省防災
業務計画（○）、「大規
模災害時の保健医療
福祉活動に係る体制の
強化について」（△）、経
済財政運営と改革の基
本方針がある。

※ここに記載の人員／チーム数は最大数であり、災害時に派遣可能な数とは異なります。

※回答内容は団体の自己申告によるものである。

主な活動内容 主な活動時期 主な活動場所

https://www.saigai-touseki.net/
https://www.saigai-touseki.net/
https://www.jrc.or.jp/about/teikan/△、○、□
https://www.jrc.or.jp/about/teikan/△、○、□
https://www.jrc.or.jp/about/teikan/△、○、□
https://nho.hosp.go.jp/files/000250888.pdf
https://nho.hosp.go.jp/files/000250888.pdf
https://www.jcho.go.jp/disclosure-procurement/disclosure/kitei/
https://www.jcho.go.jp/disclosure-procurement/disclosure/kitei/
https://www.jcho.go.jp/disclosure-procurement/disclosure/kitei/
https://www.jcho.go.jp/disclosure-procurement/disclosure/kitei/

